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 特定都市河川流域内において、開発行為等により1,000㎡以上の雨
水浸透阻害行為を行う場合は、「特定都市河川浸水被害対策法（以
下、法）」に基づく許可申請が必要になります。計画されている行為
が申請の対象となるかについては、許可の窓口(P2参照)に事前相談を
行ってください。 
 なお、他法令等※に基づく雨水流出抑制対策が求められている場合
の申請は別途必要であり、法と他法令等の双方の機能を兼ね備えた対
策工事として計画することが必要となります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 他法令等とは、雨水流出抑制対策に関して規定のある都市計画法、森林法、地すべり 

 等防止法、宅地造成及び特定盛土等規制法や流域自治体が定める条例などのことをいう。 

手続きフロー図 

事前相談 雨水浸透阻害行為の許可申請及び検査まで

【事前相談・法30条に基づく

申請は不要】

・ 1,000㎡未満であっても都市

計画法の開発許可等の他法

令による申請が必要な場合

があるため、確認が必要

【事前相談の要否の判定】

・ 中川・綾瀬川流域（特定都市河川流域）

で行われるか

・ 雨水浸透阻害行為の面積（開発面積等）

が1,000㎡以上あるか

【事前相談の実施（必要書類の作成）】

・ 事前相談に必要な書類はP4参照

【事前相談結果の通知】

【雨水浸透阻害行為の許可申請書の作成・申請】

・ 申請に必要な書類はP12参照

・ 他法令等に基づく雨水流出抑制対策を兼ねる施設の

場合は、他法令等の技術的基準に基づき、対策施

設を設計することができるものとする。

【許可又は不許可の通知】

【工事着手届の提出】

【変更許可申請の作成・提出】

※ 軽微な変更の場合は、

変更届出書の作成・提出

【工事完了（廃止）届の提出】

【雨水貯留浸透施設の機能を阻害する恐れのある行為

の許可申請書の提出】

NOYES

申請の内容に

変更がある場合 申請の内容に

変更がない場合

申請者

許可権者・申請者

許可権者

申請者

許可権者

申請者

申請者

【工事完了検査の実施（標識の設置）】

申請者

許可権者・申請者

申請者法３０条(雨水浸透阻害行為の許可)申請へ

・ 都市計画法の開発許可等の他法令による

許可申請が必要であればあわせて行う
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＜特定都市河川法の許可事務を市町が実施＞ 
（政令指定都市、中核市） 
〇さいたま市 〇川口市 〇越谷市 
（権限移譲市町） 
〇熊谷市 〇行田市 〇加須市 〇春日部市  
〇羽生市 〇上尾市 〇草加市 〇桶川市  
〇久喜市 〇八潮市 〇三郷市 〇吉川市  
〇宮代町 〇松伏町 
 

＜特定都市河川法の許可事務を県が実施＞ 
 
〇鴻巣市 〇北本市 〇伊奈町 〇蓮田市 
〇幸手市 〇白岡市 〇杉戸町 

開発行為に伴う許可 
(各市町条例・要綱等） 

雨水浸透阻害行為許可 
（特定都市河川法） 

雨水浸透阻害行為許可 
（特定都市河川法） 

＜対象面積 1,000㎡以上～１ha未満＞ 

各市町 担当課・所 

各市町 担当課・所
（（※） 

県 河川砂防課 

＜対象面積１ha以上＞ 

（政令指定都市、中核市） 
〇さいたま市 〇川口市 〇越谷市 政令指定都市、中核市を除く、全ての流域市町 

雨水浸透阻害行為許可 
（特定都市河川法） 

雨水浸透阻害行為許可 
（特定都市河川法） 

各市 担当課・所 県 河川砂防課 

雨水流出増加行為許可 
（県雨水条例） 

県 河川砂防課 

雨水流出増加行為許可 
（県雨水条例） 

＊別途、各市町の条例・要綱等に基づく対策との調整が必要です。 

開発行為に伴う許可 
（各市町条例・要綱等） 

※ さいたま市、熊谷市、川口市、加須市、鴻巣市、上尾市、桶川市、北本市については、 

  市町内の一部地域が中川・綾瀬川流域でない場合もあります。 

  詳細な範囲については、以下の中川・綾瀬川流域の特定都市河川に係る HPを参照ください。 

  https://www.ktr.mlit.go.jp/edogawa/edogawa01157.html（国土交通省 HP） 

 
中川・綾瀬川流域を 

含む市町（２４市町） 

！注！窓口が分かれています 

！注！窓口が分かれています 

政令指定都市、中核市、権限移譲市町 

権限移譲なし市町（5市 2町） 

＊別途、埼玉県雨水流出抑制施設の設置等に関する条例（県雨水条例）の許可が必要です。 

許可の窓口について 

各担当窓口の一覧(埼玉県 HP) ： https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/251172/chirashi6.pdf 

※ 県雨水条例とは、埼玉県雨水流出抑制施設の設置等に関する条例のことをいう。 

 

https://www.ktr.mlit.go.jp/edogawa/edogawa01157.html
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 ※1「雨水流出抑制量」は、「対策容量」及び「放流量」とし、以下により「雨水流出抑制量が大きい方」と定義する 

  【対策容量】「各地域の基準※２に基づく対策量（m3）」と「法第 30 条に基づく『対策工事』の実施において確保すべき 

         貯留量（m3）」のうち、大きい方を適用する。 

  【放流量】 「各地域の基準※2に基づく許容放流量（m3/s）」と「法第 30 条に基づく『対策工事』の実施における調整 

         池からの放流量（m3/s）」のうち、小さい方を適用する。 

 ※2 「各地域の基準」とは、雨水流出抑制対策を求める他法令等による規制を指す。 

 

 

法に基づく雨水浸透阻害行為と他法令等に基づく雨水流出抑制が対象となる場合 

・双方の機能を兼ね備えた対策工事として計画 

→ 法と他法令等の雨水流出抑制対策を比較して、雨水流出抑制量が大きい方※１の対策を講じる。  

例① ：開発面積 1ha以上で、法と県雨水条例の申請手続きが必要な案件の場合  

法による対策量と県雨水条例による対策量（県北 700m3/ha、県南 950m3/ha）を比較 

例② ：開発面積 1ha未満で、法と都市計画法の開発許可の申請手続きが必要な案件の場合  

法による対策量と都市計画法の開発許可の基準による対策量（注）を比較 

（注）500m3/haが基本対策量であるが、各市町の技術基準（自己用住居の特例等あり）を

確認の上比較すること 

・大きい方の雨水流出抑制量に基づき、対策工事を計画する。 

 許 可 申 請 の 手 続 き  

・法と他法令等のそれぞれの様式で「許可申請書」等を提出する必要がある。 

（許可申請書等の添付図書（図面等）は、法と他法令等で共通のもので可） 

工事完了検査 
・法と他法令等に基づき、それぞれ工事完了検査を実施する。（両者で調整し同日に検査を実施
することは可能） 

 
標識の設置 
・法第 38条に基づく標識：検査合格後、許可権者が標識を設置することが基本。ただし、完成
した構造物等に影響を与える場合も想定されるため、標識の設置位置や時期については両者で
協議を行い決定する。この際、申請者が希望すれば、申請者が設置することも可能とする。 
（運用例） 

   法第 30条の許可申請時に、標識の「記載内容」「設置時期」「設置位置」について協議を 
  行っておく。許可権者は、標識の作成を行う。 
   申請者が標識の設置を希望した場合は、許可権者から標識を受取り、工事完了検査前に現

地に設置する。完了検査時に、許可権者は標識の設置状況を確認する。 
許可権者が標識の設置を行う場合は、検査完了後等に協議した位置に標識を設置する。 

・県雨水条例第 16条に基づく標識：申請者が標識を作成し設置する。 

都市計画法の開発許可・県雨

水条例等（以下、他法令等） 

特定都市河川浸水被害対策法 

（以下、法） 

0.1ha 以上の 
雨水浸透阻害行為 

0.05ha～1ha 未満、
1ha 以上の開発行為等 

※ 1,000 ㎡＝0.1ha、10,000 ㎡＝1ha 

法と他法令等の双方で 

許可申請が必要な場合の手続きの概要 

工事完了検査と標識設置 
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 事前相談とは、雨水浸透阻害行為の許可申請が必要であるかの確認
と法と他法令等の対策容量や放流量を比較し、対策工事に必要な雨水
流出抑制量を決定するために行うものです。 
 必要な書類は以下のとおりです。 
 

 

事前相談に必要な書類一覧  
番号 名    称 備考 

① 
雨水浸透阻害行為 

事前相談書 
  

② 行為区域位置図 縮尺 1／50,000 以上、地形図 

③ 行為区域区域図 縮尺 1／2,500 以上、現況地形図 

④ 事前相談入力シート 
『【中川・綾瀬川流域（埼玉県版）】調整池

容量計算システム』から出力 

⑤ 事前相談チェックシート 
『【中川・綾瀬川流域（埼玉県版）】調整池

容量計算システム』から出力 

⑥ 現況地形図（求積図） 
縮尺 1／2,500 以上、土地利用形態ごと

のエリア分け（面積表示） 

⑦ 土地利用計画図（求積図） 
縮尺 1／2,500 以上、土地利用形態ごと

のエリア分け（面積表示） 

⑧ その他必要な資料 

土地の登記事項を示す書類、現況土地

利用を説明する資料、放流量協議簿等 

（必要に応じて準備する） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事前相談について 
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Ⅰ 事前相談書（番号①） 
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 Ⅱ 行為区域位置図・行為区域区域図（番号②・③） 

 

  ② 行為区域位置図の例 

   行為区域位置図は、縮尺５万分の１以上とし、行為区域の位置を表示した地形図でなけれ 

  ばならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

  ③ 行為区域区域図の例 

    行為区域区域図は、縮尺 2500分の 1以上とし、行為区域の区域並びにその区域を明らか 

   に表示する必要な範囲内において都道府県界、市町村界、市町村の区域内の町または字の 

   境界並びに土地の地番及び形状を表示したものでなければならない。 



7 

 

 Ⅲ 事前相談入力シート(番号④) 
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 Ⅳ 事前相談入力チェックシート(番号⑤)
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Ⅴ 現況地形図(求積図)・土地利用計画図(求積図)（番号⑥・⑦）    

 P10～P12 の『土地利用形態の判別方法』を参考に土地利用形態ごとの面積を記載して

ください。 

 

⑥ 現況地形図の例 

 

 

⑦ 土地利用計画図の例 
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 土地利用形態 流出係数 定義 判別方法（例） 留意事項 

宅地等 ①宅地 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

0.90 宅地は、次に掲げる建物（工作物を含む。以下同
じ。）の用に供するための土地をいうものであり、
土地登記簿に記載された地目を参考に判断すること。 
イ 現況において、建物の用に供している土地。 
ロ 過去において、写真及び図面等で建物の用

に供していたことが明らかな土地。 
ハ 近い将来に宅地として利用するため、造成

されている土地。 

土地登記簿謄本で「宅地」と表
示されている土地は宅地と判断す
る。（証明書等添付） 

宅地は住宅の屋根面積の他に庭等も含めた一
団をもって宅地と判断する。 

登記簿謄本の一筆（宅地） 
 
 

庭 
 

駐車場（舗装） 

  

②池沼 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

1.00 常時又は一時的に水面を有する池沼をいう。 土地登記簿謄本で「池沼」と表
示されている土地は池沼と判断す
る。（証明書等添付） 

池沼の範囲は、池沼を形成する連続した斜面、壁面（直
接流出となるエリア）の頂上までの範囲、及 び貯留
に供する土堤等がある場合はそれら施設敷 地一
体を含めた範囲とする。 

 

③水路 

 

 

 

 

 

 

 

1.00 常時又は一時的に水面を有する水路をいう。 土地登記簿謄本で「運河用地」 
「用悪水路」「井溝」と表示されている
土地は水路と判断する。（証明書
等添付） 

水路の範囲は、水路を形成する連続した斜面、壁面（直
接流出となるエリア）の頂上までの範囲とする。 

 

④ため池 
 
 
 
 
 
 

 

1.00 常時又は一時的に水面を有するため池をいう。 土地登記簿謄本で「ため池」と
表示されている土地はため池と判
断する。（証明書等添付） 

ため池の範囲は、ため池を形成する連続した斜 
面、壁面（直接流出となるエリア）の頂上までの範 
囲、及び貯留に供する土堤等がある場合はそれら施設敷
地一体を含めた範囲とする。 

⑤道路（のり面を有しないもの） 
⑥道路（のり面を有するもの） 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

■法面を有しないもの 0.90 
■法面（コンクリート等の不浸透性の材
料により覆われた法面の流出係数は 
1.00、人工的に造成され植生に覆われ
た法面の流出係数は 0.40 とする。）及び
法面以外の土地（流出係数は 0.90 とする。）
の面積により加重平均して算出される
値 

一般の交通の用に供する道路（高架の道路及び
軌道法（大正１０年法律第７６号）に規定する軌道
を含む。）をいうものであり、当該道路の敷地の範
囲を含むこと。なお、道路法（昭和２７年法律第１
８０号）に規定する道路かどうかを問わないこと。 

土地登記簿謄本で「公衆用道路」と
表示されている土地は道路と判断する
（道路法による道路であるか否かは
問わない）。（証明書等添付） 

道路用地は路肩から路肩までの範囲の他、歩
道、 植樹帯，道路付帯施設が含まれる。なお、法
面は別途区分し整理が必要。 

道路の範囲 

 
歩道 

車道 歩道 

⑦鉄道線路（のり面を有しないもの） 
⑧鉄道線路（のり面を有するもの） 

 

 
 
 
 
 

 

■法面を有しないもの 0.90 
■法面（コンクリート等の不浸透性の材
料により覆われた法面の流出係数は 
1.00、人工的に造成され植生に覆われ
た法面の流出係数は 0.40 とする。）及び
法面以外の土地（流出係数は 0.90 とする。）
の面積により加重平均して算出 

鉄道線路とは鉄道の敷地のうち、線路の敷地の
範囲（高架の鉄道を含む。）をいうこと。なお、
操車場は鉄道線路には含まないこと。 

現況の地形図における土地利用
から判断する。（撮影年月日記入
の写真添付） 

鉄道用地は駅舎，付属施設及び路線の敷地全てが含
まれる。なお,法面は別途区分し整理が必要。 

土地利用形態の判別と流出係数(1) 

【参考】土地利用形態の判別方法 

 以下の表を参照して、土地利用形態を判別し、流出係数を設定する。 

※ 一つの判断指標として、登記簿に記載された地目があるが、登記簿上の地目は必ずしも現状の土地利用を正確に反映していない場合もあるため、登記書類のほか現地写真、航空写真などから判断することとし、これにより難

い場合は申請者の課税の状況や農業委員会の意見を聴取し、総合的に判断する。【ガ 6-10】 
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 土地利用形態 流出係数 定義 判別方法（例） 留意事項 

宅地等 ⑨飛行場（のり面を有しないもの） 
⑩飛行場（のり面を有するもの） 
 
 
 
 
 

 
 

■法面を有しないもの0.90 
■法面（コンクリート等の不浸透性の材
料により覆われた法面の流出係数は 
1.00、人工的に造成され植生に覆われ
た法面の流出係数は0.40とする。）及び法
面以外の土地（流出係数は0.90とする。）の
面積により加重平均して算出される値 

飛行場は空港、ヘリポート等（飛行場の外に設置
された航空保安施設の敷地を含む。）をいうこと。 

現況の地形図における土地利用
から判断する。（撮影年月日記入
の写真添付） 

飛行場用地は飛行場滑走路、誘導路、過走帯、駐機場、
ターミナル施設等の敷地が含まれる。但し、法面とは区分
し整理。 

 
 
 
 

 

⑪太陽光発電施設の用に供する土地 
 
 
 
 
 
 
 

0.90 太陽光パネル、付属施設で覆われた土地を言う。 現況の地形図における土地利用
から判断する。（撮影年月日記入
の写真添付） 

 

舗装された土地 ⑫舗装された土地 
 
 
 
 
 
 

 

0.95 コンクリート等の不透水性の材料で覆われ
た土地（のり面は含まず）をいう。 

 

申請者は被覆状況を図面で判断
することが困難な場合は，現地調
査による土地の被覆から判断す
る。（撮影年月日記入の写真添付） 

 
 

⑬不透水性材料により覆われた法面 
 
 
 
 
 
 

 

1.00 道路等ののり面がコンクリート等の不透水
性の材料で覆われている土地をいう。 

申請者は被覆状況を図面で判断
することが困難な場合は、現地調
査による土地の被覆から判断す
る。（撮影年月日記入の写真添付） 

 

その他土地からの
流出雨水量を増加
させるおそれのあ
る行為に関わる土
地 

⑭ゴルフ場（雨水を排水するための排
水施設を伴うもの） 
 
 
 
 
 
 

 

0.50 排水施設の設置目的から、ゴルフ場の敷地のすべ
てではなく、当該排水施設の集水範囲の対象となる区
域の土地をいうこと。 

現況の土地利用と排水平面図等
から判断する。 

①「雨水を排水するための排水施設」がない場合はこの区
分の対象とならない。 

②ゴルフ場敷地の内、排水施設に集水される範囲が対
象となる。 

⑮運動場（雨水を排水するための排水
施設を伴うもの） 
 
 
 
 
 
 
 

 

0.80 運動場の敷地のすべてではなく、当該排水施設
の集水範囲の対象となる区域の土地をいうこと。 

現況の地形図の土地利用から判
断する。（撮影年月日記入の写真
添付） 

①「雨水を排水するための排水施設」がない場合はこの区
分の対象とならない。 

②グランド敷地の内、排水施設に集水される範囲が対
象となる。 

土地利用形態の判別と流出係数(2) 

※ 一つの判断指標として、登記簿に記載された地目があるが、登記簿上の地目は必ずしも現状の土地利用を正確に反映していない場合もあるため、登記書類のほか現地写真、航空写真などから判断することとし、これにより難

い場合は申請者の課税の状況や農業委員会の意見を聴取し、総合的に判断する。【ガ 6-10】 
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 土地利用形態 流出係数 定義 判別方法（例） 留意事項 

その他土地からの
流出雨水量を増加
させるおそれのあ
る行為に関わる土
地 

⑯ローラーその他これに類する建設機
械を用いて締め固められた土地 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

0.50 運動場、資材置き場、未舗装駐車場、鉄道の操車場
等、目的を持って締め固められ、建築物が建築できる
程度又は通常車両等が容易に走行できる程度
に締め固められた土地（排水施設が設置されたゴ
ルフ場・運動場等を除く）をいい、単に整地がなさ
れた土地及び捨土又は十分に締め固められて
いない盛土がなされた土地等は含まないこ
と。 
ただし、公園の芝生広場等、整備の施工段階で一旦

締め固められた土地であっても、十分耕起が行われるこ
とによって、整備後、通常車両等が容易に走行できる
程度までは締め固められていない状態となって
いるものは、締め固められた土地には該当しないも
のであること。 

現地調査や過去の履歴による土
地の締め固め状況から判断する。 
（撮影年月日記入の写真添付） 

締め固められた土地の判断は、現地調査を基本とす
るが、宅地内の未舗装道路は、宅地に含まれることに留意
する。 

上記土地利用以外
の土地 

⑰山地 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

0.30  他の区分（①～⑯、⑱、⑳）以
外の土地で平均勾配10％以上の土
地。 

平均勾配の設定は、エリア内の地形図で、一つの斜面
を構成するエリアを設定。次にその斜面の最大標高と最
小標高を直線で結ぶ平均勾配を算出し判断する。 

⑱人工的に造成され植生に覆われた法
面 

 

 

 

 

 

 

0.40  現地調査による土地の被覆から
判断する。（撮影年月日記入の写
真添付） 

 

⑲林地・原野 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

0.20 平均勾配が１０％未満で、一体的に林又は草地等
を形成している土地（山地，林地・原野）をいうこ
と。 

他の区分（①～⑯、⑱、⑳）以
外の土地で平均勾配10％未満の土
地。 

平均勾配の設定は、エリア内の地形図で、一つの斜面
を構成するエリアを設定。次にその斜面の最大標高と最
小標高を直線で結ぶ平均勾配を算出し判断する。 

⑳耕地 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

0.20 耕作の目的に供される土地（水田（灌漑中であ
るか否かを問わない。）を含む。）をいうこと。 

   土地登記簿謄本で「田」「畑」
と表示されている土地は耕地と
判断する。（証明書等添付） 

 

 

 

土地利用形態の判別と流出係数(3) 

※ 一つの判断指標として、登記簿に記載された地目があるが、登記簿上の地目は必ずしも現状の土地利用を正確に反映していない場合もあるため、登記書類のほか現地写真、航空写真などから判断することとし、これにより難

い場合は申請者の課税の状況や農業委員会の意見を聴取し、総合的に判断する。【ガ 6-10】 
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 事前相談において雨水浸透阻害行為面積が 1,000 ㎡以上であることが

確認された場合、許可申請の対象となります。 

 なお、他法令等に基づく雨水流出抑制対策を兼ねる施設を計画する場

合、雨水流出抑制量が大きい方の対策を講じるものとし、他法令等の技

術的基準に基づき、対策施設を設計することができるものとします。 

 他法令等の技術基準によらない場合（法の技術的基準を適用する場合）

は、「【中川・綾瀬川流域（埼玉県版）】調整池容量計算システム（以

下、計算システムという。）」を用いて「⑬流出抑制施設諸元」を算出し

てください。 

※ ④、⑤、⑧～⑯について、法と他法令等で共通のものを添付するこ 

 とでよい。 

番号 名    称 備考 

① 雨水浸透阻害行為許可申請（協議）書 別記様式第二 

② 計画説明書 様式－１ 

③ 事前相談結果通知書 許可権者からの通知を複写 

④ 行為区域位置図 （事前相談時作成） 

⑤ 行為区域区域図 （事前相談時作成） 

⑥ 事前相談入力シート （事前相談時作成） 

⑦ 事前相談チェックシート （事前相談時作成） 

⑧ 現況地形図（求積図） （事前相談時作成） 

⑨ 土地利用計画図（求積図） （事前相談時作成） 

⑩ 排水施設計画平面図 
縮尺 1／2,500 以上 

排水施設の位置、排水系統、吐口

の位置及び放流先の名称 

⑪ 
対策工事に係わる雨水貯留浸透施設

の位置図 

縮尺 1／2,500 以上 

対策工事の計画位置又は計画区域

及び集水区域 

⑫ 
対策工事に係わる雨水貯留浸透施設

の計画図 

雨水貯留浸透施設の形状（1/2500） 

雨水貯留浸透施設の構造の詳細図

(1/500） 

⑬ 流出抑制施設諸元 
対策施設計算書、放流量計算書、

比浸透量計算書、流量ハイドログラ

フ(計算システムを用いる場合)など 

⑭ 標識関係資料 許可権者と協議により作成 (P26 参照) 

⑮ 維持管理計画書  維持管理計画書の作成例は P30 参照 

⑯ その他必要な資料 

事前相談時作成したもののほか、 

二次製品カタログ、地下水位の状況、

現地浸透試験結果、ポンプ仕様、 

委任状など、必要に応じて準備する 

許可申請について 
（雨水浸透阻害行為の許可申請及び検査以降まで） 



14 

⑦ 事前相談チェックシート

⑥ 事前相談入力シート

③ 事前相談結果通知書

② 計画説明書

① 雨水浸透阻害行為許可申請（協議）書

⑯ その他必要な資料
⑮ 維持管理計画書
⑭ 標識関係資料
⑬ 流出抑制施設諸元
⑫ 対策工事に係わる雨水貯留浸透施設の計画図
⑪ 対策工事に係わる雨水貯留浸透施設の位置図
⑩ 排水施設計画平面図
⑨ 土地利用計画図（求積図）
⑧ 現況地形図（求積図）
⑦ 事前相談チェックシート
⑥ 事前相談入力シート
⑤ 行為区域区域図
④ 行為区域位置図
③ 事前相談結果通知書
② 計画説明書
① 雨水浸透阻害行為許可申請（協議）書

 

他法令等の技術的基準を適用しない場合(法の技術的基準を適用する場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他法令等の技術的基準を適用した施設計画で手続きを進める場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他法令等に基づく資料一式 

※ ④、⑤、⑧～⑯について、 

 法と他法令等で共通のものを 

 添付することでよい。 
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Ⅰ 雨水浸透阻害行為許可申請（協議）書（番号①） 
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Ⅱ 計画説明書（番号②） 
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Ⅲ 排水施設計画平面図、対策工事の位置図・計画図、流出抑制施設諸元 

 （番号⑩・⑪・⑫・⑬） 

 

 ⑩ 排水施設計画平面図 

■排水施設計画平面図には次の項目を明示すること。 

・排水施設の位置 

・排水系統 

・吐口の位置及び放流先の名称 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

排水計画平面図（例示） 

 

 ⑪ 対策工事の位置図 

■対策工事の位置図には次の項目を明示すること。 

・対策工事の計画位置（貯留施設）又は計画区域（浸透施設） 

・集水区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策工事の位置図（例示）  

地下貯留施設 

 

2
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  ⑫ 対策工事の計画図 

■雨水貯留浸透施設の形状（1/2500） 

・平面図・縦断図及び横断図により示すこと。 

■雨水貯留浸透施設の構造の詳細(1/500) 

・流入口及び放流口の構造を含むもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策工事の計画図（例示） 

 

 

 ⑬ 流出抑制施設諸元 

 ■施設の容量や浸透能力、放流量の算出根拠となる計算書等を添付すること。 

 ※ 計算システムを用いる場合は、ユーザーズマニュアルや通常の許可事務審査マニュ 

  アル等を確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 
位置図(S=1/50,000) 平面図(S=1/2,500) 

A 

横断図(S=1/2,500)A-A’断面 

標識設置予定位置 

B   

地下貯留施設 

B’ 

  

標識 A’ 

縦断面図(S=1/2,500)B-B’断面 構造図 

流入管 
流入口詳細図(1/500) 放流口詳細図(1/500) 

 

 

放流管 

φ100 

φ50 
流入口 ｵﾘﾌｨｽ 

放流口 
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Ⅳ 工事着手届 

 法第 30 条の許可を受けた者は、当該許可に係る雨水浸透阻害行為に関する工事に着手し 

たときは、速やかに工事着手届出書を都道府県知事(市町長)に提出しなければならない。 
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Ⅴ 変更許可申請（協議）書 

法第 30 条の許可を受けたものは、法第 31 条第 1 項各号に掲げる事項の変更をしようと

する場合において、都道府県知事(市町長)の許可を受けなければならない。 

 ※ 添付書類は、変更が発生する書類の「変更後」と「変更前」とし、変更箇所がわか 

  るように明記をする。 
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Ⅵ 変更届出書 

 変更内容が軽微な変更のみ（着手予定日及び完了予定日の変更）の場合は、変更許可申

請は不要となるが、軽微な変更とみなし、都道府県知事(市町長)へ届け出なければならな

い。 
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Ⅶ 工事完了届 

法第30条の許可を受けた者は、当該許可に係わる雨水浸透阻害行為に関する工事を完了

したときは省令で定めるところにより、その旨を都道府県知事(市町長)に届け出なければ

ならない。なお、工事完了届出書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

① 雨水貯留浸透施設の形状を明示した 

 対策工事の確定図(縮尺1/2,500以上) 

② 雨水貯留浸透施設の構造の詳細図（縮尺1/500以上） 

③ その他知事が必要と認める書類 
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Ⅷ 工事廃止届 

法第３０条の許可を受けた者が 、当該許可に係わる雨水浸透阻害行為に関する工事を廃

止したときは省令で定めるところにより、その旨を都道府県知事(市町長)に届け出なけれ

ばならない。なお、工事廃止届出書には、 「 雨水浸透阻害行為に関する工事の廃止の理由

及び廃止に伴う措置を記載した書類 」を添付しなければならない。 
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Ⅸ 検査 

 雨水浸透阻害行為の対策工事（貯留施設及び浸透施設の設置に係る工事）が完了した場 

合は、遅滞なく、当該工事が法第 32条の政令で定める技術的基準に適合しているかどうか

について検査を受け、検査済証の交付を受けなければならない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 地下埋設物の検査を行う場合は、机上検査が中心となります。施工写真は全景・近景を 
 測っている様子がわかるように撮影し、工事名、工種、測点（位置）、設計寸法、実測寸

法、略図等を記載してください。 
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Ⅹ 標識 

 雨水貯留浸透施設の工事完了に伴う検査の結果、技術的基準に適合すると認めたときは、

特定都市河川浸水被害対策法施行条例で定めるところにより、許可権者（知事又は市町長）

が標識を設置します。 

 なお、申請者が希望した場合には、知事等に代わり申請者自身が標識の設置を行うこと

は可能です。 

 県雨水条例や他法令において併せて同一施設に標識を設置する必要がある場合、双方の

基準の範囲内で標識の共有化を図るなど、両者で協議し、次頁の標識例のとおり、標識の

設置を行うことも可能です。 

 設置方法については、各許可権者に確認してください。 

 

【標識の記載例】 

（１）特定都市河川法のみで標識を設置する場合 

 

 例１ プレート形式  

     ・四隅の穴で外構フェンスなどに設置  

    ・コンクリートボンドで擁壁や路面等 

   に直接設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 例２ 支柱形式  

    ・独立標識として設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 個人情報に配慮し、宅地分譲における管理者および 

 連絡先については『土地所有者』と記載しても良い。 
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（２）特定都市河川法と県雨水条例の両方で標識を設置する場合 

 

例１（基本形）  

 □「県雨水条例」においては、申請者が標識の設置を行う。  

 □「特定都市河川法」と「県雨水条例」双方で標識を設置する場合、協議により、申 

   請者が双方の内容を記載した標識を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例２ 申請者が例１（基本形）を希望しない場合  

  □「特定都市河川法」と「県雨水条例」双方に該当する場合で申請者が希望しない場合。  

  □「県雨水条例」で申請者が設置した標識の一部に、県がシール形式の特定都市河川法

の標識を貼る。 
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Ⅺ 維持管理 

１ 貯留施設の維持管理  

 貯留機能を継続的に保持し、安全・衛生・環境面に配慮した維持管理が必要である。 

一般的な管理は、排水溝および放流孔付近の清掃、土砂の除去が主となる。  

 また、地下型貯留施設などは、施設の現状を把握することが困難なため、入念な点 

検を行う。  

   水深の大きい施設、建築物の下に貯留する施設、多目的利用を行う施設は、機能維持の

他、利用者の安全を考慮して、出水時あるいは出水後の管理事項を定めておく。  

 

（1）施設の機能維持  

  ①施設の清掃  

  ・清掃内容としては点検結果に基づき、土砂、ゴミ、落葉等の搬出、放流施設等の 

   閉塞物の除去、樹根等の除去等のほか、周辺施設の清掃を行うことが重要であ 

   る。  

  ・出水後は、法面、放流口に付着したゴミ類を取り除く。  

   ②施設の補修  

    ・施設の破損や地表面の陥没、沈下が発生した場合は、補修を行う。  

    ・放流施設の破損は、雨水流出抑制機能に支障を与えるため、早急に補修する。  

    ・提防部は年１回以上草刈りを実施し、必要に応じて補修する。特に、有提構造 

    の雨水貯留施設は、堤防の決壊により周辺に大きな被害を与える可能性があるた 

          め、早急に補修する。  

       ・地表面の陥没や沈下が発生した場合は、その原因と影響範囲を調査し、適切な対策 

          をとらなければならない。なお、地表面の陥没や沈下は、掘削後の埋め戻しや転圧 

           等の不備が原因となることが多いため、工事の際に充分注意する。 
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２ 浸透施設の維持管理  

 浸透施設は、目詰まり等により浸透機能が低下し、水が溜まったり、地区外へ溢水 

することが考えられる。  

浸透施設は、外見だけでは機能の低下具合を判断しにくいため、維持管理にあたっ 

ては施設の構造形式や設置場所の土地利用及び地形等を十分把握し、浸透能力の低下 

を防止し、安定的に機能が発揮できるように努める。  

一般的に維持管理において考慮する事項を以下に示す。  

・浸透能力の継続（目詰まり防止対策、清掃の方法・頻度、使用年限の延長）  

・浸透施設の保守（点検頻度、蓋のずれ直し、破損の補修、地面陥没の補修等）  

・経済的な維持管理（点検が容易、清掃頻度が低い、清掃が容易等）  

・維持管理を通して浸透施設の普及啓発（住民への PR 等）  

  

 （1）施設の機能維持  

  ①施設の清掃  

     ・清掃は点検結果に基づき、浸透施設の機能維持を目的として行う。  

   ・清掃内容は、土砂、ゴミ、落葉等の搬出、目詰まり防止装置等の閉塞物質の除去  

    などがあり、同時に周辺施設の清掃を行うことが重要である。  

   ・清掃時に洗い水等が施設内に流入しないように注意する。  

   ・清掃方法は狭隘な場所や個所数が少ない場合は人力で行い、数が多く同タイプの 

    施設の場合には吸引車や高圧洗浄機の機械併用で行うほうが一般的に効率が良 

    いと考えられる。  

   ・高圧洗浄機を使用する場合は微細な目詰まり物質を浸透面に押し付けたり、浸透   

    面を荒らす等で浸透機能が低下することもあるので注意を要する。   

   ・同タイプでかつ着脱可能な目詰まり防止装置等は、工場等で一括して清掃するこ 

    とが可能で、現場では予備品を用意してこれらの交換と集水部の清掃のみですむ 

    ことから、作業時間の短縮や洗浄水の処理面から効率がよくなると考えられる。  

  

  ②施設の補修  

     ・施設の破損や地表面の陥没、沈下が発生した場合は、補修を行う。  

   ・安全性や機能維持のため早急に補修しなければならない場合と、ある程度経過を 

    観察し対応してもよい場合がある。  

   ・補修で対応できないものは、交換や新規に設置しなおす。  

   ・地表面の陥没や沈下が発生した場合は、その原因と影響範囲を調査し、適切な対 

    策をとらなければならない。なお、地表面の陥没や沈下は、浸透施設そのものが 

    原因ではなく、掘削後の埋め戻しや転圧等の不備が原因となることが多いので、 

    いたずらに浸透施設に原因を求めることの無いように注意する。 
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【参考】 維持管理計画書 

 維持管理計画書の例を以下に示す。「埼玉県雨水流出抑制施設の設置等に関する条例」

では、維持管理が継続的に実施され、施設機能が維持されるよう、事業者が計画書を作成

し、申請時に提出している。 

 維持管理のための点検には、定期点検と非常時点検がある。定期点検は梅雨時期や台風

シーズンを考慮して年 1 回以上行う。その他、大雨洪水警報の発令時は出水時の巡視等の

安全点検を行い、利用者等からの通報があった場合には、別途点検（非常時点検）を行う。  

 また、点検結果に基づき清掃作業、補修等を行う。施設が破損している場合には、速や

かに補修を行い、貯留、浸透機能の回復に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(埼玉県雨水流出抑制施設の設置等に関する条例の例) 
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Ⅻ 雨水貯留浸透施設機能阻害行為許可（協議）書 

 法第 32 条の政令で定める技術基準に適合すると認められた雨水貯留浸透施設について、

次に 掲げる行為を行う者は、あらかじめ、許可権者の許可が必要である。 

 (1)雨水貯留浸透施設の全部又は一部の埋立て  

 (2)雨水貯留浸透施設（建築物等に設置されているものを除く。）の敷地である土地の区 

  域における建築物等の新築、改築又は増築  

 (3)雨水貯留浸透施設が設置されている建築物等の改築又は除却（雨水貯留浸透施設に

係る部分に関するものに限る。）  

 (4)前三号に掲げるもののほか、雨水貯留浸透施設が有する雨水を一時的に貯留し、又 

  は地下に浸透させる機能を阻害するおそれのある行為で政令で定めるもの  

  ①雨水貯留浸透施設の敷地である土地（雨水貯留浸透施設が建築物等に設置されてい   

   る場合にあっては、当該建築物等のうち当該施設に係る部分）において物件を移動 

   の容易でない 

   程度に堆積し、又は設置する行為  

  ②雨水貯留浸透施設を損傷する行為  

  ③雨水貯留浸透施設の雨水の流入口又は流出口の形状を変更する行為 

 ※ 添付書類は、雨水貯留浸透施設の位置図、雨水貯留浸透施設の現況図、雨水貯留浸 

  透施設の機能を阻害するおそれのある行為の計画図、保全工事の計画図等が必要とな 

  る。 
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